高知県森林技術センターに係る共同研究等実施要綱
 第１ 趣旨

　この要綱は、高知県森林技術センター（以下「センター」という。）が、高知県行政組織規則に定める機関以外の者（以下「県以外の者」という。）と契約を締結のうえ次の共同研究等を実施する場合に必要な事項を定めるものとする。

　(1) 共同研究

　(2) 受託研究

　(3) 委託研究

　(4) 技術供与

 第２ 用語の定義

　この要綱における用語の定義は次のとおりとする。

  (1) 「試験研究」とは、観測・測定、調査・分析、影響評価、技術開発及び技術相談・技術指導をいう。
(2) 「共同研究」とは、センターが県以外の者と試験研究の役割分担や経費の負担等を明確にしたうえで、共同で行う試験研究をいう。

　(3) 「受託研究」とは、センターが県以外の者からの委託を受けて行う試験研究をいう。

  (4) 「委託研究」とは、センターが行う試験研究のうち、県が試験研究に係る経費の全部又は一部を負担し、県以外の者に委託して行う試験研究をいう。

 (5) 「技術供与」とは、上記(2)から(4)以外において、技術相談や技術指導で、センターの研究成果等のうち、自由に利用できるものとして一般に公開しているもの以外を、県以外の者に対して提供することをいう。

(6) 「共同研究等」とは、第１の(1)共同研究から(5)技術供与をいう。

 (7) 「研究成果等」とは、センターが試験研究の結果又はその過程において得た論文・報告等の文書情報、データ・ソフトウエア等の技術情報、試薬、試料、実験動物、菌株、試作品、実験装置等をいう。

　(8) 「特許権等」とは、高知県職員の職務発明等に関する規則（平成９年７月１日規則第９０号。以下、「職務発明等規則」という。）第２条第４号及び第５号に定める権利並びに商標法（昭和３４年法律第１２７号）に規定する商標権をいう。

　(9) 「特許出願等」とは、職務発明等規則第２条第６号に定める出願等及び商標法に規定する出願をいう。

 第３ 申請書の提出

１  第１の各号に定める共同研究等をセンターと契約を締結のうえ実施しようとする県以外の者は、別記第１号様式を標準とする申請書を当該センターに提出するものとする。

ただし、次に掲げる場合には、申請書の提出を省略することができるものとする。

(1) 予算要求時にセンター及び林業環境政策課において研究内容等の検討がなされている場合

(2) センターが既に実施している試験研究を効率的に実施するために研究パートナーの追加や外部資金の獲得を行う場合

 (3)　委託研究（県が県以外の者に委託して行う試験研究）の場合

２  センターは、申請書の内容がセンターの業務内容に照らして適切か否かの意見を付して、申請書を林業環境政策課に提出するものとする。

 第４ 契約の締結

１　知事は、共同研究等について、第３の規定に基づく申請書の内容が適切と認められる場合又は第３の１のただし書きに該当する場合には、共同研究等の相手方と各年度ごとに契約を締結したうえで、共同研究等を行うものとする。

２　前項の契約は次の標準書式を使用するものとする。

ただし、共同研究等の態様その他の理由に基づき標準書式以外の書式により契約を締結することが適当であると認められる場合には、この限りでない。

　(1)　共同研究については、第２号様式を標準とする。　

　(2)　受託研究については、第３号様式を標準とする。

　(3)　委託研究については、会計管理局で定める「業務委託契約書及び請書の標準書式」及び「電算処理業務の委託契約書の標準書式」等を準用するものとする。

　(4)　技術供与については、第４号様式を標準とする。　

 第５ 試験研究等の実施

１　共同研究を実施するにあたり必要と認める場合は、相手方の研究員（学生その他試験研究を行う者を含む。）、研究設備及び機器等をセンターに受け入れることができるものとする。この場合、受け入れる研究員等の取扱いについては、別に定めるものとする。

　　なお、共同研究契約の締結がないまま、研究の相手方が県の施設や設備を使用することは、行政財産の目的外使用許可や使用料等の問題が生じるため留意すること。

２　センターは、天災その他やむを得ない事由により、共同研究等を継続することが困難となった場合には、速やかに研究の相手方と協議のうえ、当該共同研究等を中止するものとする。

３　センターは、共同研究等の実施に伴う研究成果等を特許権等として保護するために特許出願等をする場合には、「特許権等の取得及び管理に関する事務取扱要綱」に定める共同出願契約書を締結して行うものとする。

４　試験研究のうち技術相談及び技術指導にあたっては、次の点に留意して行うものとする。

　(1) 相手方に提供する研究成果等は、既に公表されたもの及びセンターにおいて公表することが認められたものに限ること。

　(2) 前号の研究成果等を提供することの判断にあたっては、その新規性、今後の発展性、現在実施している関連する試験研究の有無などを考慮し、センターの長が総合的に判断すること。

　(3) センターが提供する研究成果等に新たな特許権等の可能性が認められる場合や新たな試験研究に深く関わる場合は、その成果等の取扱いについて、第４に定める共同研究契約又は技術供与契約により明確にしたうえで行うこと。

 第６ 研究成果等の取扱い

１　共同研究等から得た研究成果等を相手方以外の者に公表するときは、契約に別段の定めのある場合を除き、あらかじめ相手方の同意を得なければならない。

２　センターにおいて職務上得られた研究成果等は、特段の定めがない限り、県に帰属するものとする。

３　前項に規定する研究成果等に基づく特許出願等の取扱いについては、「職務発明等規　則」及び「特許権等の取得及び管理に関する事務取扱要綱」に基づき行うものとする。

４　センターの職員は、研究成果等について、既に公表されたもの、公表することが認められたもの及び秘密を保持することを約した契約の締結のもとに特定の者に開示することが認められたものを除き、他にこれを漏洩又は提供してはならない。

５　共同研究等の実施あるいは研究成果等の公表にあたって、資料等に個人情報が含まれる場合にあっては、「高知県個人情報保護条例」（平成13年高知県条例第２号）に基づき個人情報を取り扱うものとする。
 第７ その他

センターは、この要綱に定めるもののほか、県以外の者との試験研究等の実施に関し疑義が生じた場合は、その都度林業環境政策課と協議して対応するものとする。
附　　則

（施行期日）

１　この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。
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